


第２回 平成28年１月８日  ① 農地法の改正による農地転用許可権限の移 

譲について 

② 権限移譲推進方針改定に係るアンケートの 

集計結果について 

③ 市町村への権限移譲の推進方法等に関する 

調査結果について【栃木県照会結果】 

                 ④ 三重県権限移譲推進方針改定の方向性につ

いて      

  

（５）検討状況 

①第１回検討会議 
・代表に地域連携部市町行財政課長、副代表に津市行政経営課主幹を選出しま

した。  
・現行方針下での権限移譲の推進状況等について、情報共有をはかりました。 
・農林水産部農地調整課から、平成 27(2015)年６月に公布された第５次地方分 
権一括法により国から地方公共団体に権限移譲される農地転用許可事務の説 
明を行い、移譲に向けての検討を依頼しました。 

・農地転用許可事務を除く第５次地方分権一括法の内容に係る留意事項につい 
て、情報共有をはかりました。 

・他府県の権限移譲推進の取組について、情報共有をはかりました。 
・次期方針の改定に向けて、市町および県庁各部局にアンケートを実施するこ

ととしました。 
 

②第２回検討会議 
・農林水産部農地調整課から、農地法の改正による農地転用許可権限の移譲に 
ついて、指定市町村の指定基準等の説明を行い、指定市町村制度活用の依頼 
を行いました。 

   ・市町および県庁各部局に実施したアンケート等の取りまとめ結果等の情報共 
有を行いました。 

   ・上記アンケート結果等をふまえ、議論を行った結果、次期方針の方向性につ 
いては、以下のとおり提示した事務局案に対し、市町および県庁各部局で検 
討を行っていただくこととしました。 

    Ⅰ 「支援交付金」制度（第２次地方分権一括法による法定権限移譲と同時

に実施する移譲の支援を目的とした特別な財政支援）については、抜本的

な見直しを含めて検討する。 
    Ⅱ 方針の計画期間について、期間内においても見直しができるようにする。 
    Ⅲ 市町間の広域連携による権限移譲の推進に取り組む。 

Ⅳ その他方針の項目にある包括的権限移譲の推進、特例処理事務交付金、

人的支援および権限移譲の手続については現行どおりとする。 
 

（６）取組成果 



   ・現行方針下での権限移譲の推進状況および他府県の権限移譲推進の取組等につ 

いて、市町および県庁各部局の間で情報共有することができました。 

   ・次期方針の改定に向けて、市町および県庁各部局に実施したアンケート結果等 

をふまえ、次期方針の方向性について、事務局案を提示し、市町および県庁各 

部局で検討を行っていただくことになりました。 

   ・農林水産部農地調整課から、第５次地方分権一括法により国から地方公共団体

に権限移譲される農地転用許可事務の説明を行い、移譲に向けての検討を依頼

しました。 

 

（７）今後の方針 

平成 28(2016)年度も当検討会議を設置し、事務局案に対する市町および県庁各

部局の検討結果を取りまとめ、次期方針改定に向けて引き続き検討を行います。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果がおおむね発揮されました。 

（判断理由等） 

   現行方針の検証等をふまえ、次期方針の方向性について、特別な財政支援である「支

援交付金」制度の抜本的な見直しを含めて検討することなどの事務局案を提示し、市

町および県庁各部局で検討を行っていただくことになりました。 

 


